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コロナ禍、オンライン学会大会の開催に向けて
大会実行委員長　大矢根 淳
（会長、専修大学）

このコロナ禍、今年度の

学会大会は学会本部主催

によるZOOMを用いたオン

ライン開催として、12月19

（土）～20（日）に開催するこ

ととなりました。例年の大会

準備と比べると、丸一か月

ほど募集要項の発表が遅れ

ておりますことをお詫び申

し上げます。

今年度の学会大会は当

初、10月9日（金）～11日

（日）岩手大会として、陸前

高田グローバルキャンパス

（岩手県陸前高田市の協

力のもと、岩手大学と立教

大学により開設された交流

活動拠点）をメイン会場に

開催予定でした。例年のこ

とですが、前年度の学会大

会の交流会の場で、満場の

拍手の中、次年度の大会開

催地がアナウンスされま

す。昨年度の鳥取大会での

告知を挟んで、岩手大会実

行委員会では、五味壮平・

岩手大学教授を中心に、今

年度大会開催の準備を進

めてきました。奇跡の一本

松や巨大ベルトコンベヤー

ばかりではない陸前高田復

興の実相をご紹介すべく、

エクスカーションやシンポ

ジウムなど、多彩なプログラ

ムが準備されておりまし

た。地元の自治体や大学、

そしてホテルにご協力いた

だいての現地各所のバス運

行等々、多大なご協力をと

りつけつつあるところでし

た。しかしながらこのコロ

ナ禍、大変残念ながら岩

手大会は来年度にスライド

となりました。ご理解くだ

さい。

本学会は、研究者ばかり

でなく実務に携わる多くの

学会員が、多様な研究・実

践の成果を披瀝し議論する

場を設けているところに大

きな特徴があります。2011

年度には東日本大震災・復

興支援企画を公募し、この

数年では、被災現場におけ

る支援力の底上げを目して

研究実践活動を支援する助

成事業を展開し、合わせて

学会設立10周年事業として

研究企画を公募してきまし

た。学会大会は、そうした事

業の成果を持ち寄り議論す

る場でもあります。

もちろん、学会大会は皆

様の日ごろの研究・実践の

進捗状況・成果を問いかけ

る場です。これらの議論を

途絶えさせてはなりませ

ん。現状を考えると、コロナ

禍という全社会（地球）的

惨禍における被災者・支援

者とは…？そこから考えるコ

ロナ禍復興とは…？この惨

禍復興についてもきちんと

考えていかなくてはなりま

せん。オンライン学会大会

への積極的なご参加、ご協

力をよろしくお願いいたし

ます。
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コロナ対策のために憲法
を改正して｢緊急事態条項｣
を創設すべきだという意見
がある。｢緊急事態条項｣と
は、戦争、内乱、大規模な
自然災害等の非常事態に、
政府に極度に権力を集中し
て大幅に人権を制約する制
度である。戦前の旧憲法に
｢緊急事態条項｣が設けら
れていたが、政府に濫用さ
れてその果てに軍が暴走し
て戦争になった経験から、
日本国憲法は｢緊急事態条

項｣をあえて設けていない。
緊急事態に対しては、法律
によって予め準備するとい
う趣旨である。そして、コロ
ナ対策として、新型インフ
ルエンザ対策特別措置法、
感染症法及び検疫法等の
法律が整備されている。
これらでは、検体の採取、
健康診断、入院等について
罰則付で強制が定められて
いる。「日本の法律は強制
がなく自由すぎる」という
意見があるが誤りである。

法律では強制が定められて
いるが政府が使いこなせて
いないだけである。
「外国はコロナに対して
憲法の設けた緊急事態条
項で対処している」という
意見があるがこれも誤りで
ある。例えば先進四カ国、
米英仏独で見れば、全て日
本と同じく法律で対処して
いる。仮に日本政府がコロ
ナに適切に対処できないと
いうのであれば、憲法では
なく能力の問題である。
災害対策の原則は「準備
してないことはできない」
である。｢緊急事態条項｣は
災害が発生した後に権力を
集中する制度であるが、平
常時から準備していなけれ
ば災害等に対処することは

できない。コロナ対策も平
常時から、過去のSARS等
のパンデミックを研究して
その対策を充分に準備する
ことが必要だった。ところ
が、国立感染症研究所で
は、政府の予算と定員の削
減が続き、予算は10年前か
ら3分の1削減された。ま
た、政府は2015年までに
全国の病院の急性期病床
を20万床減らす方針をと
り、緊急事態宣言後もこれ
を変更せず、減床のための
補助金644億円を補正予算
に計上して4月20日に国会
を通過させた。平常時から
の準備を怠りながら事後的
に権力を集中しても効果的
な対処をすることはできな
いのである。

コロナと
緊急事態条項

アンサー法律事務所弁護士　永井 幸寿（兵庫県弁護士会）

7月の豪雨で被災した熊
本県の人吉・球磨地方。人
口約千人の五木村のまちづ
くり会社日添（ひぞえ）
は、新型コロナウイルスと
合わせて大きな打撃を受
けた地元の再建に関わっ
ている。
新潟県から2年前に移住
した代表取締役の日野正基
さん（33）＝写真中央＝は
球磨川が氾濫した球磨村神
瀬地区に通う。住民の多く
が身を寄せる避難所が車で
約1時間半かかることもあ
り、話し合う場づくりを手伝
う。コロナ禍で県外のボラ
ンティアは少なく「地元で何
とかしないと」。

新潟では中越防災安全
推進機構に所属。中越地
震復興の担い手を増や
そうと、インターン受け入
れのコーディネートをし
ていた。
五木村出身の土屋望生
さん（27）＝同左＝と結婚
し、日添を創業。「会社の
顔」として昨春カフェ「みな
もと」をオープンした。食堂
兼民宿だった建物を改装し
た素敵な空間。村にUター
ンした店長の木下保成さん
（31）＝同右＝が手掛ける
「しいたけのボロネーゼ」
などがおいしい。
日添取締役の土屋さんは
熊本県立大在学中から「村

に仕事をつくりたい」とU
ターンを決意していた。修
行で東京のNPO「ETIC.」で
働いた。戻った地元が豪雨
に遭ったが「どっしりして生
命力ある人が多い。助け合
いもすごい」と感じる。
コロナ禍でカフェが休業
した時期、「＃旅するおう
ち時間」という事業を開
始。日替わりで全国6地域
の名産を届けた。五木村か
らは蜂蜜や豆腐、おからな
どの詰め合わせ。土屋さん
は「手づくりの品から、山

奥のそこそこ豊かな暮らし
が伝われば」と願い、発送
した。
協力してくれた地元のお

豆腐屋さんなどのファンが
増えたことがうれしい。「日
添だけもうかっても、つまら
ないですから」
土屋さんは「豪雨で地域

を離れる人が出るかもしれ
ないけど、それでも住みたい
人、この風土にこだわる人
が生計を立てていけるよう
に、一歩一歩関わっていき
たい」と話している。

日添（熊本県五木村）

熊本若者通信

共同通信　所澤 新一郎
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2020年度学会大会遠隔大会の概要年度学会大会遠隔大会の概要

12月19日(土)と20日(日)
の二日間にかけて、学会本
部を開催校とした遠隔大会
を実施いたします。
2月の段階においてすで

に岩手大会の実施を確定し
ていましたが、その頃から
コロナ禍の影がだんだん忍
び寄ってきておりました。そ
れでも前向きに考えていこ
うということで、学会大会会
場として予定をしていた陸
前高田グローバルキャンパ
スを拠点にした遠隔開催も
検討いたしました。その中
で、VRを利用したエクス
カーション、Zoomを活用し
た現地＆遠隔での分科会、

口頭・ポスター発表、基調
講演・シンポジウムの実施
に加えて、事前に陸前高田
市産のおつまみセットを購
入してもらった上でのZoom
を活用した遠隔懇親会、と
いったさまざまなアイデア
も湧き出て参りましたが、
現地の実行委員会の意向
により、やはり現地に来て
もらうことが重要との判断
で岩手大会は来年
度に延期することに
なりました。
とはいえ、学会員

の研究発表の機会
の場を保障するため
に、例年通りの何ら

かの形で学会大会を開催
する必要があるという意見
があり、学会本部主催によ
る遠隔開催を実施すること
になりました。ただし、これ
までには実施したことがな
い遠隔開催ということもあ
り、内容としては最低限の
ものにさせていただくこと
にしました。分科会と口頭
発表のみの実施にとどめ、

エクスカーションやポス
ター発表ならびに懇親会は
実施をせず、基調講演やシ
ンポジウムにつきましては
別途検討というスタイルに
なります。
ここでは、簡単な日程案
内にとどめ、分科会ならび
に口頭発表の詳細につきま
しては、学会HPにて後日告
知いたします。

山崎 栄一（大会幹事長 関西大学）

2020年度　学会大会（遠隔開催）予定

両日ともZoomによる開催

12月19日（土）

12月20日（日）

分科会
当日、次期開催地（陸前高田市）からの開催PR中継を
予定しています。

口頭発表

消息
◆入会※カッコ内は所属。
敬称略
正会員▽今野 正規（関西大
学 法学部 教授）▽角本 和
理（立命館大学 政策科学
部 准教授）▽水野 吉章（関
西大学 法学部 教授）▽伊藤 
弘人（独立行政法人 労働
者健康安全機構 本部研究
ディレクター）
学生会員▽石井 沙知香（東
京大学大学院 工学系研究
科 都市工学専攻 修士課程）
▽吉田岬（東京大学大学院 
総合文化研究科「人間の安
全保障」プログラム 超域文
化科学専攻（文化人類学分
野）修士課程）

◆異動＝新所属（旧所属）
名前。敬称略。
▽徳島県 危機管理環境部 
危機管理政策課 主任主事
（兵庫県立大学大学院 減災
復興政策研究科 院生）三
好 佑亮▽宮城大学 基盤教
育群 特任講師（弘前大学 
地域社会研究科 博士後期
課程）中沢 峻▽㈱構造計
画研究所（東京大学大学院 
工学系研究科 都市工学専
攻 修士課程）後藤 裕瑛▽
東洋大学 社会学部 社会学
科 助教（早稲田大学 文学
学術院 文化構想学部 現代
人間論系 助手）川副 早央
里▽新潟日報社 編集局 論
説編集委員室 局次長（新潟
日報社 編集局 報道本部 報
道部）高橋 直子▽東京大
学 先端科学技術研究セン

ター 特任助教（京都大学 
防災研究所 社会防災研究
部門 博士後期課程）大津山 
堅介▽朝日新聞社 鳥取総局 
総局長（朝日新聞社 大阪本
社 社会部 大阪版 次長）角
谷 陽子▽参議院 議員（㈱
エフエム仙台 編成部 ラジオ
制作）石垣 のり子▽震災復
興をめざす岩手アザレア法
律事務所 弁護士（弁護士
法人空と海 陸前高田そらう
み法律事務所 弁護士）瀧
上 明▽京都経済短期大学 
経営情報学科 専任講師（大
阪市立大学 都市研究プラザ 
特別研究員）菅野 拓▽日本
女子大学 人間社会学部 社
会福祉学科 助教（早稲田
大学 人間総合研究センター 
招聘研究員）岩垣 穂大▽新
潟経営大学 観光経営学部 

観光経営学科 特任教授（新
潟大学 人文学部 非常勤講
師）大内 斎之▽兵庫県立芸
術文化センター 総務部 施
設担当課（兵庫県広域防災
センター 兵庫県消防学校 
消防教育専門員）山本 晋吾
▽北陸学院大学 人間総合
学部 社会学科 教授（北陸
学院大学 人間総合学部 社
会学科 准教授）田中 純一
▽日本学術振興会 特別研究
員 PD（東北大学大学院 文
学研究科 社会学コース 博
士後期課程）坂口 奈央▽
㈱ウエスコ関西支社 技術部 
設計課（河川・砂防グルー
プ） 参事（㈱パスコ関西事
業部 技術センター 国土基
盤技術部 防災情報課 主任
技師）松田 哲裕（8月31日
現在 学会事務局提出分）

「悲しみ」に「区切り」はない －被災3県共通課題でもある「思い出の品」
秋山 真理（三陸アーカイブ減災センター、被災写真救済ネットワーク）

人の生命と暮らしを守る
のが建築家の仕事。東日本
大震災発災時、奪われた多
くの生命と暮らしに、自分の
無力さを痛感した。建築家
は、施主の願いに耳を傾け、
土地から学び、図面としてビ
ジョンを描くが、大工、板金、
左官、鳶、設備など多くの専
門家の協力を得て、建築の
完成をめざす。各人が持つス

キルを最大限生かし、議論
を重ね、工程、予算管理をし
ながら、全員が気持ちよく仕
事ができれば良い建築にな
る。ひとりでは何もできない。
被災地での自分の仕事の基
礎にもこれがある。
震災後、被災者の支援を

はじめ、その後災害専門の
新聞『震災リゲインプレス』
を発行。日頃から支え合い、

備え、命をつないで欲しいと
伝えてきた。被災者の異なる
被災状況、語り継ぐ事と、そ
の為の「聞く」ことの大切さ
を表現した記録映画『東北
記録映画三部作』も製作し
た。今は、沿岸部に敷設され
た環境省の復興事業「みち
のく潮風トレイル」の運営統
括を担う。取材や映画で世
話になった皆が暮らす町を、

歩いて旅する1,025kmのナ
ショナルロングトレイルを未
来に繋ぐ取り組みだ。東北の
復興を後押しし、震災の記
憶を継承し、100年先にも残
る持続可能な地域計画の一
環。環境省と4県28市町村、
多くの民間団体や地域住民
の皆さんと広域に連携、協
働している。今まで関わった
どんなチームよりもでかい。
この道と協働が、東北の復
興に資すると共に、誰しも安
心して生命を繋げる社会の
実現に貢献すると信じる。

津波で流されて持ち主が
わからなくなった写真や物
品の返却を続ける「陸前高
田市思い出の品」。本年3月
6日のNHK「シブ5時」放送
直後、被災された方から一
本の電話がかかってきた。
「表向きは笑っているけ
ど、（家族を亡くして）いま
も毎日泣いてんだ…」「まだ
見たいという気持になれな
いけれど、いつか見たいと

思う」「その気持ちになるま
で続けてほしい」
陸前高田市思い出の品
返却事業に携わって10年
目。わかってきたことは、
「見たい、探したいというタ
イミングは人それぞれ」。気
持ちに踏ん切りがつかな
かったり、見る、探すことが
まだ辛いという方がいらっ
しゃることだ。唯一の形
見、前に進む助けになると

いった声もあるなか、震災
から10年以降の長期的な
取組みに向けて予算、保管
場所等課題があり、多くの
自治体で未だ見通しが立っ
ていない（2019年3月10日
付毎日新聞記事参照）。
実は思い出の品は流出元

の市町村と流れ着いた市町
村が異なるケースがあること
から1自治体だけの問題では
ない。昨年実施した聞き取り

調査では情報交換を望む声
やサポートによっては通常
業務に位置づけが可能にな
る自治体が複数みられた。
もし避難・定住先で自治体
の枠を超えてすべての思い
出の品を探すことができた
ら…。顔認証が使えたら…。
思い出の品は地域の共有
財産でもある。震災前の写
真は自身の被災に関係なく
「心のふるさと」に位置づけ
ることもできる。事業継続に
向けて、ぜひ多くの方のご支
援とご関心を賜りたい。

被災者支援団体で活動
していた時、支援の輪から
こぼれ落ち生活を取り戻せ
ない人が多いことに驚い
た。「一人ひとりのくらしを
見ていない」「住宅損壊状
況のみで個々の被害を判
断し人を支援する制度がな
い」被災者支援制度の枠内
で二次的三次的な被災者

も含めた支援活動は難しい
と思った。
あの日みなし仮設住宅に
支援物資として運んだダン
ボールに入った食料は人と
人とを結ぶモノだったと気
づいた。それからは岩手県
内に食のセーフティネットを
張ることに必死になった。
東日本大震災から10年の

月日が経とうとしている。課
題先進地と言われた被災地
(県)だが課題解決先進地に
はなれていないのではない
か？毎年起きる大規模災害
で私たちの経験がどれだけ
活かされているのだろうか？
東日本大震災から4年後
に国連総会で採択された
SDGs「持続可能な開発の
ための2030アジェンダ」の
ゴール目標まで残り10年、
SDGsは地球全体で目指す

べきものであるとともに各
地域で実現されるべきもの
である。
これまでの10年を糧と

し、私たち地域(被災地)が目
標を達成し、これからの10
年で課題解決先進地となる
べく2030年を見据え国際社
会に発信できるようになって
こそ、東日本大震災からの
本当の復興なのであろう。
自分たちの活動がいらな
い社会を目指して。

これからの10年
阿部 知幸（フードバンク岩手 副理事長／事務局長）

相澤 久美（建築家・編集者・映画プロデューサー
震災リゲイン 代表理事 ／みちのくトレイルクラブ 常務理事・事務局長）

生命をつなぐための協働

特 集特 集 東日本大震災1010年
間もなく発生から10年になる東日本大震災とのかかわりについて、9人の学会員に寄稿をお願いした（広報委員会）。間もなく発生から10年になる東日本大震災とのかかわりについて、9人の学会員に寄稿をお願いした（広報委員会）。
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2020年度学会大会遠隔大会の概要年度学会大会遠隔大会の概要

12月19日(土)と20日(日)
の二日間にかけて、学会本
部を開催校とした遠隔大会
を実施いたします。
2月の段階においてすで
に岩手大会の実施を確定し
ていましたが、その頃から
コロナ禍の影がだんだん忍
び寄ってきておりました。そ
れでも前向きに考えていこ
うということで、学会大会会
場として予定をしていた陸
前高田グローバルキャンパ
スを拠点にした遠隔開催も
検討いたしました。その中
で、VRを利用したエクス
カーション、Zoomを活用し
た現地＆遠隔での分科会、

口頭・ポスター発表、基調
講演・シンポジウムの実施
に加えて、事前に陸前高田
市産のおつまみセットを購
入してもらった上でのZoom
を活用した遠隔懇親会、と
いったさまざまなアイデア
も湧き出て参りましたが、
現地の実行委員会の意向
により、やはり現地に来て
もらうことが重要との判断
で岩手大会は来年
度に延期することに
なりました。
とはいえ、学会員
の研究発表の機会
の場を保障するため
に、例年通りの何ら

かの形で学会大会を開催
する必要があるという意見
があり、学会本部主催によ
る遠隔開催を実施すること
になりました。ただし、これ
までには実施したことがな
い遠隔開催ということもあ
り、内容としては最低限の
ものにさせていただくこと
にしました。分科会と口頭
発表のみの実施にとどめ、

エクスカーションやポス
ター発表ならびに懇親会は
実施をせず、基調講演やシ
ンポジウムにつきましては
別途検討というスタイルに
なります。
ここでは、簡単な日程案

内にとどめ、分科会ならび
に口頭発表の詳細につきま
しては、学会HPにて後日告
知いたします。

山崎 栄一（大会幹事長 関西大学）

2020年度　学会大会（遠隔開催）予定

両日ともZoomによる開催

12月19日（土）

12月20日（日）

分科会
当日、次期開催地（陸前高田市）からの開催PR中継を
予定しています。

口頭発表

消息
◆入会※カッコ内は所属。
敬称略
正会員▽今野 正規（関西大
学 法学部 教授）▽角本 和
理（立命館大学 政策科学
部 准教授）▽水野 吉章（関
西大学 法学部 教授）▽伊藤 
弘人（独立行政法人 労働
者健康安全機構 本部研究
ディレクター）
学生会員▽石井 沙知香（東
京大学大学院 工学系研究
科 都市工学専攻 修士課程）
▽吉田岬（東京大学大学院 
総合文化研究科「人間の安
全保障」プログラム 超域文
化科学専攻（文化人類学分
野）修士課程）

◆異動＝新所属（旧所属）
名前。敬称略。
▽徳島県 危機管理環境部 
危機管理政策課 主任主事
（兵庫県立大学大学院 減災
復興政策研究科 院生）三
好 佑亮▽宮城大学 基盤教
育群 特任講師（弘前大学 
地域社会研究科 博士後期
課程）中沢 峻▽㈱構造計
画研究所（東京大学大学院 
工学系研究科 都市工学専
攻 修士課程）後藤 裕瑛▽
東洋大学 社会学部 社会学
科 助教（早稲田大学 文学
学術院 文化構想学部 現代
人間論系 助手）川副 早央
里▽新潟日報社 編集局 論
説編集委員室 局次長（新潟
日報社 編集局 報道本部 報
道部）高橋 直子▽東京大
学 先端科学技術研究セン

ター 特任助教（京都大学 
防災研究所 社会防災研究
部門 博士後期課程）大津山 
堅介▽朝日新聞社 鳥取総局 
総局長（朝日新聞社 大阪本
社 社会部 大阪版 次長）角
谷 陽子▽参議院 議員（㈱
エフエム仙台 編成部 ラジオ
制作）石垣 のり子▽震災復
興をめざす岩手アザレア法
律事務所 弁護士（弁護士
法人空と海 陸前高田そらう
み法律事務所 弁護士）瀧
上 明▽京都経済短期大学 
経営情報学科 専任講師（大
阪市立大学 都市研究プラザ 
特別研究員）菅野 拓▽日本
女子大学 人間社会学部 社
会福祉学科 助教（早稲田
大学 人間総合研究センター 
招聘研究員）岩垣 穂大▽新
潟経営大学 観光経営学部 

観光経営学科 特任教授（新
潟大学 人文学部 非常勤講
師）大内 斎之▽兵庫県立芸
術文化センター 総務部 施
設担当課（兵庫県広域防災
センター 兵庫県消防学校 
消防教育専門員）山本 晋吾
▽北陸学院大学 人間総合
学部 社会学科 教授（北陸
学院大学 人間総合学部 社
会学科 准教授）田中 純一
▽日本学術振興会 特別研究
員 PD（東北大学大学院 文
学研究科 社会学コース 博
士後期課程）坂口 奈央▽
㈱ウエスコ関西支社 技術部 
設計課（河川・砂防グルー
プ） 参事（㈱パスコ関西事
業部 技術センター 国土基
盤技術部 防災情報課 主任
技師）松田 哲裕（8月31日
現在 学会事務局提出分）

「悲しみ」に「区切り」はない －被災3県共通課題でもある「思い出の品」
秋山 真理（三陸アーカイブ減災センター、被災写真救済ネットワーク）

人の生命と暮らしを守る
のが建築家の仕事。東日本
大震災発災時、奪われた多
くの生命と暮らしに、自分の
無力さを痛感した。建築家
は、施主の願いに耳を傾け、
土地から学び、図面としてビ
ジョンを描くが、大工、板金、
左官、鳶、設備など多くの専
門家の協力を得て、建築の
完成をめざす。各人が持つス

キルを最大限生かし、議論
を重ね、工程、予算管理をし
ながら、全員が気持ちよく仕
事ができれば良い建築にな
る。ひとりでは何もできない。
被災地での自分の仕事の基
礎にもこれがある。
震災後、被災者の支援を

はじめ、その後災害専門の
新聞『震災リゲインプレス』
を発行。日頃から支え合い、

備え、命をつないで欲しいと
伝えてきた。被災者の異なる
被災状況、語り継ぐ事と、そ
の為の「聞く」ことの大切さ
を表現した記録映画『東北
記録映画三部作』も製作し
た。今は、沿岸部に敷設され
た環境省の復興事業「みち
のく潮風トレイル」の運営統
括を担う。取材や映画で世
話になった皆が暮らす町を、

歩いて旅する1,025kmのナ
ショナルロングトレイルを未
来に繋ぐ取り組みだ。東北の
復興を後押しし、震災の記
憶を継承し、100年先にも残
る持続可能な地域計画の一
環。環境省と4県28市町村、
多くの民間団体や地域住民
の皆さんと広域に連携、協
働している。今まで関わった
どんなチームよりもでかい。
この道と協働が、東北の復
興に資すると共に、誰しも安
心して生命を繋げる社会の
実現に貢献すると信じる。

津波で流されて持ち主が
わからなくなった写真や物
品の返却を続ける「陸前高
田市思い出の品」。本年3月
6日のNHK「シブ5時」放送
直後、被災された方から一
本の電話がかかってきた。
「表向きは笑っているけ

ど、（家族を亡くして）いま
も毎日泣いてんだ…」「まだ
見たいという気持になれな
いけれど、いつか見たいと

思う」「その気持ちになるま
で続けてほしい」
陸前高田市思い出の品

返却事業に携わって10年
目。わかってきたことは、
「見たい、探したいというタ
イミングは人それぞれ」。気
持ちに踏ん切りがつかな
かったり、見る、探すことが
まだ辛いという方がいらっ
しゃることだ。唯一の形
見、前に進む助けになると

いった声もあるなか、震災
から10年以降の長期的な
取組みに向けて予算、保管
場所等課題があり、多くの
自治体で未だ見通しが立っ
ていない（2019年3月10日
付毎日新聞記事参照）。
実は思い出の品は流出元

の市町村と流れ着いた市町
村が異なるケースがあること
から1自治体だけの問題では
ない。昨年実施した聞き取り

調査では情報交換を望む声
やサポートによっては通常
業務に位置づけが可能にな
る自治体が複数みられた。
もし避難・定住先で自治体
の枠を超えてすべての思い
出の品を探すことができた
ら…。顔認証が使えたら…。
思い出の品は地域の共有
財産でもある。震災前の写
真は自身の被災に関係なく
「心のふるさと」に位置づけ
ることもできる。事業継続に
向けて、ぜひ多くの方のご支
援とご関心を賜りたい。

被災者支援団体で活動
していた時、支援の輪から
こぼれ落ち生活を取り戻せ
ない人が多いことに驚い
た。「一人ひとりのくらしを
見ていない」「住宅損壊状
況のみで個々の被害を判
断し人を支援する制度がな
い」被災者支援制度の枠内
で二次的三次的な被災者

も含めた支援活動は難しい
と思った。
あの日みなし仮設住宅に
支援物資として運んだダン
ボールに入った食料は人と
人とを結ぶモノだったと気
づいた。それからは岩手県
内に食のセーフティネットを
張ることに必死になった。
東日本大震災から10年の

月日が経とうとしている。課
題先進地と言われた被災地
(県)だが課題解決先進地に
はなれていないのではない
か？毎年起きる大規模災害
で私たちの経験がどれだけ
活かされているのだろうか？
東日本大震災から4年後
に国連総会で採択された
SDGs「持続可能な開発の
ための2030アジェンダ」の
ゴール目標まで残り10年、
SDGsは地球全体で目指す

べきものであるとともに各
地域で実現されるべきもの
である。
これまでの10年を糧と

し、私たち地域(被災地)が目
標を達成し、これからの10
年で課題解決先進地となる
べく2030年を見据え国際社
会に発信できるようになって
こそ、東日本大震災からの
本当の復興なのであろう。
自分たちの活動がいらな
い社会を目指して。

これからの10年
阿部 知幸（フードバンク岩手 副理事長／事務局長）

相澤 久美（建築家・編集者・映画プロデューサー
震災リゲイン 代表理事 ／みちのくトレイルクラブ 常務理事・事務局長）

生命をつなぐための協働

特 集特 集 東日本大震災1010年
間もなく発生から10年になる東日本大震災とのかかわりについて、9人の学会員に寄稿をお願いした（広報委員会）。間もなく発生から10年になる東日本大震災とのかかわりについて、9人の学会員に寄稿をお願いした（広報委員会）。
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東日本大震災が発災した
その時、私は新潟県の南魚
沼にいました。2004年に発災
した中越地震の被災地で活
動する地域復興支援員との
定例会議の為です。その最中
に大きく長く揺れ、同僚と二
人で長岡の事務所に戻りまし
た。事務所のテレビで仙台空
港の映像を見た時の事は、今
でも鮮明に覚えています。

その後、東北から中越へ
の視察の受入れや、中越の
方と一緒に訪問しての話題
提供や交流等、東日本大震
災の被災地と中越地震の
被災地をつなぐ取り組みを
担当しました。このことを
きっかけに、2012年10月か
らは宮城に移り、いくつか
の役割を頂き、東日本大震
災からの復興を契機とした

地域づくりに関わらせて頂
いています。
この8年を一言で振り返
るなら、常に、こう在りたい
けど在れない、隔靴掻痒感
とともにあったように思い
ます。これまでは「どうした
ら在りたい姿に辿り着ける
か」を考えてきましたが、最
近は「本当にこう在りたいと
思っているか」に問いが変
わってきました。その背景
には、「課題解決」「人材育
成」「中間支援」など、東日

本大震災以降、錦の御旗の
様に私も使い、使われてき
た言葉たちが実は腑に落ち
てなく、誰かから与えられ
たこう在る「べき論」の呪い
に罹っていた（かけていた）
のかもしれない、ことへの
気づきがあります。
10年を機に、「私」を主
語に、在りたい姿を改めて考
え直して表現する意味での
「呪いを解く」ことから再出
発し、より良い地域復興の
一助となれれば幸いです。

「どうしても震災3年目の
正月は新居で迎えたい。高
齢者と若者では同じ1年で
も重みが違う」
被災者に叱られながらも

直接対話を重ね、何とか予
定通りに入居してもらった、
釜石市で担当した災害公営
住宅。早期の生活再建を目
指し、顔の見える関係を築

けたのではないかと思う。
いま福島2年目であるが、

顔の見える関係は築きにく
い。被災者が広域に避難し
ているうえ震災から既に10
年近い歳月がたち、戻りた
いと考えている人が非常に
少ないからだ。また担当し
ている大熊町や双葉町の帰
還困難区域では、令和4年

春頃の避難指
示解除と居住開
始を目標として
土地利用計画を
構想中だが、明確な見通し
は立っていない。
帰還希望者や被災地に
ゆかりのある方の大切な故
郷ということをふまえつつ、
移住者や交流人口を増や

すためには、全く新しいま
ちづくりが必要だと感じて
いる。誰のため、何のため
の復興か、いま一度問うて
みる必要があるのではない
だろうか。

震災の翌年に福島県に
移住して早8年。移住を決め
たきっかけは、福島県内の
大規模避難所に支援に入っ
たことだった。ここで出会っ
た数々の人たち。大切に
持ってきた写真を見せてく
れる夫婦、似顔絵を書いて
くれる人、喫茶のマスター、
ボランティアに目覚めた地
元の高校生…この人たちの
今後を見守っていきたい、

ただ純粋にそう思って移住
を決めた。
震災から10年になろうと

している今、私はこのふくし
まで何を残せて、何ができ
たのか。昨年あたりから
悶々としていた。何も残せ
ていないし、何もできてい
ないが、もらっているものは
たくさんある。貴重な出会
いは、豊さをもたらしてくれ
ている。その一つ一つの出

会いを大事にできているだ
ろうか。
双葉郡の避難指示区域
は、段階的に解除されてい
る。被災地でのそのような
事象や出来事の変化は伝え
られているが、そこには一人
ひとりの生活がある。突然
避難と言われ混乱し、悩み
ながらも今の生活がある。
写真を見せてくれたご夫
婦は、仮設住宅での生活後、

今はふるさとに戻り暮らして
いる。避難所で見せてもらっ
た自宅庭の写真は、避難生
活が続き一度は草だらけに
なったが、また一から土を入
れ種が植えられ、今では四
季折々の花が咲いている。
震災から10年後の今の
人々の暮らしは伝わってい
るだろうか。そんな声に世
間は興味がないかもしれな
いが、私がしたいことは、ふ
くしまの人々の今の生活を
伝えることではないかと思
い始めている。

べき論の呪いを解く
石塚 直樹（東北学院大学 地域連携センター 特任准教授）

「つながり」から生まれた3県の連携

「地震・津波災害からの復興」と「原子力災害からの復興」
太田 亘（UR都市機構福島震災復興支援本部／元岩手震災復興支援本部）
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初めて目にした被災地＝2011年6月、
宮城県南三陸町

何を残せて何ができたのか
北村 育美（元中越防災安全推進機構 福島大学客員研究員 JCN福島担当）

震災前私は、岩手県花
巻市という内陸のまちでサ
ラリーマンをしながら市民
活動をボランティアで行っ
ていました。テーマ型の活
動をしていく中で、中間支
援の必要性を実感し、花巻
市の中間支援の活動に関
わりました。岩手県は市町
村単位の中間支援団体が
10団体以上あり、年間に

数度集まるようなネット
ワークが形成されていまし
た。いわて連携復興セン
ターもそうした「つながり」
で生まれました。立ち上げ
メンバーのほとんどはそれ
ぞれの団体で専業で勤務
しており、私がサラリーマ
ンを退職し、事務局長を担
当させていただきました。
震災前から沿岸には良く

釣りなどの遊びに出掛け、海
の幸などを享受していまし
た。沿岸の復興がないと岩
手県として成立しないと思っ
て活動を続けています。
この10年活動を続けてこ
られた一番の資源は「つな
がり」です。本当に多くの方
とノウハウ、情報、想いを共
有しそれが自分の活動の原
動力になっていますし、私自

身たくさんの成長の機会を
頂きました。2019年3月に3
県域の広域的なコーディ
ネーション、シンクタンク機
能を担える団体を3県の連
携復興センターの「つなが
り」で設立しました。一般社
団法人みちのく復興・地域
デザインセンターです。
私達の未来は私達でつく
らなければなりません。こ
れまでの「つながり」をどう
活かすか。引き続き挑戦し
ていきたいです。

気づいたらもう10年であ
る。被災地や被災者の復興
状況をみても、自分の研究
成果をみても、その間の進
歩に満足感や納得感は感じ
られない。
震災発生当時はアメリカ

にいた私は、自分だけが大震
災を経験していない後ろめ
たさと焦りから、悪夢を見る
ほどネットで情報収集に耽

（ふけ）った。2011年6月に初
めて現地を訪れてから、スー
ツケース1つを相棒に東北三
県を梯子して回るフィールド
ワークの日々が始まった。
さまざまな地域に関わら
せていただき、同じ東北で
も地域による違いがあり、
同じ被災者でも状況や意識
に大きな差があることを痛
感し、避難元だけでなく避

難先とも関わる多様な生活
再建や復興のかたちがある
ことを今も学んでいるとこ
ろである。
連日賑わっていた復興商
店街の方は、ツアー客が減
り復興作業員すらいなくな
り寂しくなったとこぼす。授
業で出会う学生たちの東日
本大震災の記憶は「計画停
電」くらいである。10年の
歳月が被災地内外それぞれ
にもたらす変化は大きく、
長期的な災害研究と記憶

継承の必要を感じている。
たくさんのご縁に支えら
れここまで来た。お世話に
なった方々へ研究で恩返し
するには、まだまだ道半ば
である。

初めて長面浦を訪れたの
は2004年1月のことだった。
勤務する毎日新聞の連載取
材で、漁師の坂下健さん・清
子さん夫妻と出会った。石
巻市大川地区、海と山と川
が合わさる豊かな自然の中
で半農半漁の暮らしを営む
姿が、印象に残った。
震災後、現地に向かうと、
風景は一変していた。まちは
根こそぎなくなり大半が水没

した。小学校で多くの子ども
が命を落としたことも、地域
に重い影を投げかけてい
た。そうしたなかで復旧に汗
を流す人々の話を聴いてい
るうち、彼らの望む復興とは
何か、どうしたら実現できる
のかと考えるようになった。
そのころの新聞は、政局
報道やパターン化された物
語に溢れていた。「被災地」
という町はなく、「被災者」と

いう人もいない。報道の表面
に出てこない声を拾い、復
興に結びつけることができ
ないかと考えた。プロセスを
中長期的かつ構造的に見守
るため、大学院に入学し「参
与観察」という形で研究す
ることを選択した。
漁師らは2012年末から
会合を重ね、消費地交流を
ベースに漁業再建を目指す
計画をまとめた。防潮堤を

下げ、2014年に集会施設
「番屋」を建て翌年カフェ
をオープン、2016年には被
災前の地域を模型に残す活
動を始めた。ワークショッ
プには多数の住民が参加し
た。記録集も出版した。
震災10年、地域の課題は

時とともに変化した。人が暮
らしを紡ぎ、暮らしがまちを
つくる。当たり前のことが復
興では難しい。その難しさを
10年間の観察に基づき解
析し、今後の災害に活かせ
ればと考えている。

特 集特 集 東日本大震災1010年 特 集特 集 東日本大震災1010年

声なき声を復興に　新聞記者の復興研究
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東日本大震災が発災した
その時、私は新潟県の南魚
沼にいました。2004年に発災
した中越地震の被災地で活
動する地域復興支援員との
定例会議の為です。その最中
に大きく長く揺れ、同僚と二
人で長岡の事務所に戻りまし
た。事務所のテレビで仙台空
港の映像を見た時の事は、今
でも鮮明に覚えています。

その後、東北から中越へ
の視察の受入れや、中越の
方と一緒に訪問しての話題
提供や交流等、東日本大震
災の被災地と中越地震の
被災地をつなぐ取り組みを
担当しました。このことを
きっかけに、2012年10月か
らは宮城に移り、いくつか
の役割を頂き、東日本大震
災からの復興を契機とした

地域づくりに関わらせて頂
いています。
この8年を一言で振り返
るなら、常に、こう在りたい
けど在れない、隔靴掻痒感
とともにあったように思い
ます。これまでは「どうした
ら在りたい姿に辿り着ける
か」を考えてきましたが、最
近は「本当にこう在りたいと
思っているか」に問いが変
わってきました。その背景
には、「課題解決」「人材育
成」「中間支援」など、東日

本大震災以降、錦の御旗の
様に私も使い、使われてき
た言葉たちが実は腑に落ち
てなく、誰かから与えられ
たこう在る「べき論」の呪い
に罹っていた（かけていた）
のかもしれない、ことへの
気づきがあります。
10年を機に、「私」を主
語に、在りたい姿を改めて考
え直して表現する意味での
「呪いを解く」ことから再出
発し、より良い地域復興の
一助となれれば幸いです。

「どうしても震災3年目の
正月は新居で迎えたい。高
齢者と若者では同じ1年で
も重みが違う」
被災者に叱られながらも
直接対話を重ね、何とか予
定通りに入居してもらった、
釜石市で担当した災害公営
住宅。早期の生活再建を目
指し、顔の見える関係を築

けたのではないかと思う。
いま福島2年目であるが、
顔の見える関係は築きにく
い。被災者が広域に避難し
ているうえ震災から既に10
年近い歳月がたち、戻りた
いと考えている人が非常に
少ないからだ。また担当し
ている大熊町や双葉町の帰
還困難区域では、令和4年

春頃の避難指
示解除と居住開
始を目標として
土地利用計画を
構想中だが、明確な見通し
は立っていない。
帰還希望者や被災地に
ゆかりのある方の大切な故
郷ということをふまえつつ、
移住者や交流人口を増や

すためには、全く新しいま
ちづくりが必要だと感じて
いる。誰のため、何のため
の復興か、いま一度問うて
みる必要があるのではない
だろうか。

震災の翌年に福島県に
移住して早8年。移住を決め
たきっかけは、福島県内の
大規模避難所に支援に入っ
たことだった。ここで出会っ
た数々の人たち。大切に
持ってきた写真を見せてく
れる夫婦、似顔絵を書いて
くれる人、喫茶のマスター、
ボランティアに目覚めた地
元の高校生…この人たちの
今後を見守っていきたい、

ただ純粋にそう思って移住
を決めた。
震災から10年になろうと
している今、私はこのふくし
まで何を残せて、何ができ
たのか。昨年あたりから
悶々としていた。何も残せ
ていないし、何もできてい
ないが、もらっているものは
たくさんある。貴重な出会
いは、豊さをもたらしてくれ
ている。その一つ一つの出

会いを大事にできているだ
ろうか。
双葉郡の避難指示区域
は、段階的に解除されてい
る。被災地でのそのような
事象や出来事の変化は伝え
られているが、そこには一人
ひとりの生活がある。突然
避難と言われ混乱し、悩み
ながらも今の生活がある。
写真を見せてくれたご夫
婦は、仮設住宅での生活後、

今はふるさとに戻り暮らして
いる。避難所で見せてもらっ
た自宅庭の写真は、避難生
活が続き一度は草だらけに
なったが、また一から土を入
れ種が植えられ、今では四
季折々の花が咲いている。
震災から10年後の今の

人々の暮らしは伝わってい
るだろうか。そんな声に世
間は興味がないかもしれな
いが、私がしたいことは、ふ
くしまの人々の今の生活を
伝えることではないかと思
い始めている。
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災害公営住宅でのなじょだべパック配布

CODEは、2月初旬、中国
のNGOからの要請を受けて
新型コロナウイルスの感染
源といわれる武漢の支援を
開始した。その後、14の国
と地域の仲間と共に国際ア
ライアンス「IACCR」を立ち
上げ、各地の状況や取り組
みを共有し、学び合いの場
を提供している。
76日間ロックダウンした

武漢では、外部者が市内に
入れない事から、NGOが
SNSを活用して外部でオン

ラインボランティアを募り、
「人・モノ・金・情報」を収
集し、武漢に届けた。独居
の高齢者、障がい者、ホー
ムレス、妊婦などへの物資
提供、買い物サービス、病
院への搬送を実際に行った
のは、数万人の武漢のボラ
ンティアたちだった。
自粛期間の日本でも武漢

にヒントを得て、文通ボラン
ティアやマンションでのマス
ク譲り合いなどのボラン
ティアが生まれた。

ネパールでは、ボラン
ティアが距離を置いて困窮
者に物資を届け、インドネ
シアでは大学生が手洗い
桶を製作・提供し、フィリ
ピンでは普通の市民が医
療従事者の送迎を、イタリ
アではボランティア向けの
感染防止教育を行うなどし
て、厳しいロックダウンの
中でも公助から取りこぼさ
れている人たちを支えたの
は、NGOやボランティアで
あった。日本でも自粛の中

でも途切れのない支援を
続けたNGO/NPOもある。
STAY HOMEだけでは命を
守れない現実があることを
忘れていけない。
世界78億の一人ひとりが
当時者となったこのパンデ
ミック、感染の収束を待た
ずに多発する自然災害。震
災25年の災害復興の中か
ら紡いできた世界との「支
え合い・学び合い」のより深
い実践が今まさに求められ
ている。

世界との支え合い・学び合い－新型コロナウイルス感染症支援から－
吉椿 雅道（CODE海外災害援助市民センター事務局長）

新型コロナウイルスの感
染拡大は、日本全体を被災
地とする災害である。
定額給付金の支給等一

定の支援はあったものの、
更なる有効な支援策は示さ
れていないが、災害である
ことを認識し、災害法制を
徹底的に活用することで、
様々な有効な支援が可能と
なる。
まず、災害対策基本法で

は、災害への対応権限を市
町村に委ね、現場の近くで
きめ細やかな対応をするこ
とになっている。都道府
県、国は、市町村ではでき
ない部分を補っていくこと
になる。新型コロナ対策に
おいても、市町村による、
生活者目線での様々な施策
が求められる。

次に、災害救助法の活用
も有用である。
新型コロナウイルスへの

感染が確認された場合、軽
症であっても自宅待機等が
求められるが、待機者が生
活のために外出しては意味
がない。自宅待機者に対し
て、食料、飲料、生活必需
品等を供与することで、感
染拡大の防止と生活の安定
を確保しうる。
避難所として宿泊施設を

提供することも可能であ
る。失業により住まいを
失った人、ネットカフェ等で
生活していた人々に対し、
安全性の高い施設を提供
することができる。
生業に必要な金銭や用

具の貸与・給与も可能で
ある。

学用品の供与として、生
活困窮世帯にモバイルWiFi
を貸与する等して、ネット環
境を整備させることで、平
等な教育環境の整備と感
染拡大防止の両立を図るこ
とが可能となる。
そして、医療の限界によ
り十分な治療が受けられ
ないことによる死亡に加
え、外出制限による孤立
からの孤独死、生活不活
発に起因する病死、ある
いは生活困窮や感染に関
する誹謗・中傷を原因とす
る自死等が懸念されるが、
これらは災害弔慰金法の
「災害関連死」と同様に
考えられる。孤立や生活
不活発を予防し、関連死
を防止すべきであるし、仮
にそうした事態が生じた場

合には、災害弔慰金を支
給して遺族等を保護すべ
きである。
そして、コロナ収束後は、
災害ケースマネジメントの
手法を活用して、官民連携
の下、支援を要する社会的
弱者に対してアウトリーチ
し、ニーズに応えた個別ケ
アを行う必要があることを
想定しておかなければなら
ない。
新型コロナウィルス感
染拡大という未知の危機
に対しては、思いつきで
場当たり的な対応ではな
く、これまで積み重ねてき
た災害対応の経験、知
恵、教訓の数々を、所管
を問わず最大限に活か
し、有効な支援を実現す
べきである。

災害法制の活用により、コロナ被災者に有効な支援を
吉江 暢洋（岩手弁護士会）

私たちが東日本大震災
後に、宮城県七ヶ浜町に支
援拠点を構えてから、もう
すぐ10年が経とうとしてい
ます。
現在は、町に寄贈された
地域活動交流拠点『七ヶ
浜みんなの家きずなハウ
ス』の運営を通じて、復興
のまちづくりに関わってい
ます。今年、新型コロナの
蔓延に伴い、毎月1,000人
以上が訪れ、賑わいの場と
なっていたきずなハウス
は、一時的な閉所を余儀な
くされました。同時に、小
中学校の休校や、従来の
地域活動の自粛が続き、人
との触れ合いの機会や居
場所を失った、高齢者や子
ども世帯の様子がとても気

がかりでした。
そこで、スタッフが考え
たのが、『なじょだべパッ
ク』です。「なじょだべ」と
は、地元の言葉で「おかげ
んいかがですか？」という
意味を表します。自粛生活
で生活不活発になったり、
漠然とした不安や人と会え
ない寂しさを抱えたりする
方々に、少しでも楽しみや、
日々の目標づくりのお手伝
いができればと考えた初の
試みでした。七ヶ浜町には
204戸の災害公営住宅と
192戸の高台住宅団地が
建設されています。各地域
の自治会と連携し、5月～6
月にかけて、2度にわたり、
当時不足していたマスクや
ちょっとした日用品に、

チャレンジカー
ドと五七五コン
テストの募集、
地元の子ども達
からのメッセー
ジや、免疫アッ
プのお料理レシ
ピ などを 添 え
て、全戸配布し
ました。
五七五は、約40首が集ま
りました。「楽しみに 其の
日が来るの まち遠し（お茶
会の日）」「なじょすっぺ コ
ロナ太り らずもねぇ（らち
が明かないという意味で
す）」など、中には心に染み
入る言葉や、思わずクスっ
と笑えるものも。その後、
自粛が解かれ、再開した移
動型サロン「出張きずなハ

ウス」で、句の応募を楽し
みにしていたという声や、
チャレンジカードを特典の
駄菓子と引き換えに来る子
どもたちの姿がありまし
た。コロナ禍でも、人との
関りが絶たれない工夫と、
それぞれの頑張りを応援
し、称え合える場の必要性
を、改めて学ばせて頂きま
した。

「なじょだべパック」から生まれた新しい交流の形
浦野 愛（レスキューストックヤード常務理事）

COVID-19の感染拡大防
止策がさまざま講じられる
さなかで発生した令和2年7
月豪雨災害によって、近年
培われてきた被災地支援の
方法論を改めて振り返るこ
とが求められ、さらには善
後策を模索する必要性にも
迫られた。さらに巷間伝え聞
く地方都市における感染者
への扱いやその周辺の状況
を思慮すると、支援を受け
る側に相当の躊躇があるよ
うにも思う。何かあったとき
に地域で暮らし続けられな

くなるのではないかという恐
れである。そういった地域の
状況を尊重した上で、どのよ
うに支援ができるのか、支
援をするのか、を考えること
こそ、今求められているので
ある。よかれと思うことがよ
くないことにもなる、という
ことを改めて理解する時期
なのかもしれない。
実際に、現地に行かずに
どのような支援ができるの
かを考えたあげく、2016年
熊本地震を契機として現地
で活動を始めた中越地震

以来の知己である故郷復興
熊本会議の佐々木康彦さ
ん、そして長岡造形大学在
職時代の研究室卒業生で
あり、現在五木村にて起業
をしている日野正基さん、そ
して兵庫県立大学大学院に
在籍もしている頼政良太さ
んたちに仲介をしてもらう
形で、オンラインでのちょっ
とした相談会を実施するこ
とになった。実際に、現地
の人々とネット経由ではあ
るがいろんな会話を交わ
し、悩み事に対して全国各

地からその場に参加する専
門家のアドバイスや実際に
他の災害で被災された方の
話などが提供され、今後の
見通しを少し明るくできた
のではないかと思う。加え
て被災地の人、そして被災
地で活動する人たちの周り
に、「いざ被災地」のネット
ワークが広がっている、と
いう実感が得られることに
も意味があったように思う。
こういった試行錯誤を、こう
いう状況だからこそ積み重
ねたい。

新しい日常・非日常としての復興支援
澤田 雅浩（兵庫県立大学大学院）
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災害公営住宅でのなじょだべパック配布
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新型コロナウイルスの感染
源といわれる武漢の支援を
開始した。その後、14の国
と地域の仲間と共に国際ア
ライアンス「IACCR」を立ち
上げ、各地の状況や取り組
みを共有し、学び合いの場
を提供している。
76日間ロックダウンした
武漢では、外部者が市内に
入れない事から、NGOが
SNSを活用して外部でオン

ラインボランティアを募り、
「人・モノ・金・情報」を収
集し、武漢に届けた。独居
の高齢者、障がい者、ホー
ムレス、妊婦などへの物資
提供、買い物サービス、病
院への搬送を実際に行った
のは、数万人の武漢のボラ
ンティアたちだった。
自粛期間の日本でも武漢
にヒントを得て、文通ボラン
ティアやマンションでのマス
ク譲り合いなどのボラン
ティアが生まれた。

ネパールでは、ボラン
ティアが距離を置いて困窮
者に物資を届け、インドネ
シアでは大学生が手洗い
桶を製作・提供し、フィリ
ピンでは普通の市民が医
療従事者の送迎を、イタリ
アではボランティア向けの
感染防止教育を行うなどし
て、厳しいロックダウンの
中でも公助から取りこぼさ
れている人たちを支えたの
は、NGOやボランティアで
あった。日本でも自粛の中

でも途切れのない支援を
続けたNGO/NPOもある。
STAY HOMEだけでは命を
守れない現実があることを
忘れていけない。
世界78億の一人ひとりが

当時者となったこのパンデ
ミック、感染の収束を待た
ずに多発する自然災害。震
災25年の災害復興の中か
ら紡いできた世界との「支
え合い・学び合い」のより深
い実践が今まさに求められ
ている。

世界との支え合い・学び合い－新型コロナウイルス感染症支援から－
吉椿 雅道（CODE海外災害援助市民センター事務局長）

新型コロナウイルスの感
染拡大は、日本全体を被災
地とする災害である。
定額給付金の支給等一
定の支援はあったものの、
更なる有効な支援策は示さ
れていないが、災害である
ことを認識し、災害法制を
徹底的に活用することで、
様々な有効な支援が可能と
なる。
まず、災害対策基本法で
は、災害への対応権限を市
町村に委ね、現場の近くで
きめ細やかな対応をするこ
とになっている。都道府
県、国は、市町村ではでき
ない部分を補っていくこと
になる。新型コロナ対策に
おいても、市町村による、
生活者目線での様々な施策
が求められる。

次に、災害救助法の活用
も有用である。
新型コロナウイルスへの
感染が確認された場合、軽
症であっても自宅待機等が
求められるが、待機者が生
活のために外出しては意味
がない。自宅待機者に対し
て、食料、飲料、生活必需
品等を供与することで、感
染拡大の防止と生活の安定
を確保しうる。
避難所として宿泊施設を
提供することも可能であ
る。失業により住まいを
失った人、ネットカフェ等で
生活していた人々に対し、
安全性の高い施設を提供
することができる。
生業に必要な金銭や用
具の貸与・給与も可能で
ある。

学用品の供与として、生
活困窮世帯にモバイルWiFi
を貸与する等して、ネット環
境を整備させることで、平
等な教育環境の整備と感
染拡大防止の両立を図るこ
とが可能となる。
そして、医療の限界によ
り十分な治療が受けられ
ないことによる死亡に加
え、外出制限による孤立
からの孤独死、生活不活
発に起因する病死、ある
いは生活困窮や感染に関
する誹謗・中傷を原因とす
る自死等が懸念されるが、
これらは災害弔慰金法の
「災害関連死」と同様に
考えられる。孤立や生活
不活発を予防し、関連死
を防止すべきであるし、仮
にそうした事態が生じた場

合には、災害弔慰金を支
給して遺族等を保護すべ
きである。
そして、コロナ収束後は、

災害ケースマネジメントの
手法を活用して、官民連携
の下、支援を要する社会的
弱者に対してアウトリーチ
し、ニーズに応えた個別ケ
アを行う必要があることを
想定しておかなければなら
ない。
新型コロナウィルス感

染拡大という未知の危機
に対しては、思いつきで
場当たり的な対応ではな
く、これまで積み重ねてき
た災害対応の経験、知
恵、教訓の数々を、所管
を問わず最大限に活か
し、有効な支援を実現す
べきである。

災害法制の活用により、コロナ被災者に有効な支援を
吉江 暢洋（岩手弁護士会）

私たちが東日本大震災
後に、宮城県七ヶ浜町に支
援拠点を構えてから、もう
すぐ10年が経とうとしてい
ます。
現在は、町に寄贈された

地域活動交流拠点『七ヶ
浜みんなの家きずなハウ
ス』の運営を通じて、復興
のまちづくりに関わってい
ます。今年、新型コロナの
蔓延に伴い、毎月1,000人
以上が訪れ、賑わいの場と
なっていたきずなハウス
は、一時的な閉所を余儀な
くされました。同時に、小
中学校の休校や、従来の
地域活動の自粛が続き、人
との触れ合いの機会や居
場所を失った、高齢者や子
ども世帯の様子がとても気

がかりでした。
そこで、スタッフが考え

たのが、『なじょだべパッ
ク』です。「なじょだべ」と
は、地元の言葉で「おかげ
んいかがですか？」という
意味を表します。自粛生活
で生活不活発になったり、
漠然とした不安や人と会え
ない寂しさを抱えたりする
方々に、少しでも楽しみや、
日々の目標づくりのお手伝
いができればと考えた初の
試みでした。七ヶ浜町には
204戸の災害公営住宅と
192戸の高台住宅団地が
建設されています。各地域
の自治会と連携し、5月～6
月にかけて、2度にわたり、
当時不足していたマスクや
ちょっとした日用品に、

チャレンジカー
ドと五七五コン
テストの募集、
地元の子ども達
からのメッセー
ジや、免疫アッ
プのお料理レシ
ピ などを 添 え
て、全戸配布し
ました。
五七五は、約40首が集ま
りました。「楽しみに 其の
日が来るの まち遠し（お茶
会の日）」「なじょすっぺ コ
ロナ太り らずもねぇ（らち
が明かないという意味で
す）」など、中には心に染み
入る言葉や、思わずクスっ
と笑えるものも。その後、
自粛が解かれ、再開した移
動型サロン「出張きずなハ

ウス」で、句の応募を楽し
みにしていたという声や、
チャレンジカードを特典の
駄菓子と引き換えに来る子
どもたちの姿がありまし
た。コロナ禍でも、人との
関りが絶たれない工夫と、
それぞれの頑張りを応援
し、称え合える場の必要性
を、改めて学ばせて頂きま
した。

「なじょだべパック」から生まれた新しい交流の形
浦野 愛（レスキューストックヤード常務理事）

COVID-19の感染拡大防
止策がさまざま講じられる
さなかで発生した令和2年7
月豪雨災害によって、近年
培われてきた被災地支援の
方法論を改めて振り返るこ
とが求められ、さらには善
後策を模索する必要性にも
迫られた。さらに巷間伝え聞
く地方都市における感染者
への扱いやその周辺の状況
を思慮すると、支援を受け
る側に相当の躊躇があるよ
うにも思う。何かあったとき
に地域で暮らし続けられな

くなるのではないかという恐
れである。そういった地域の
状況を尊重した上で、どのよ
うに支援ができるのか、支
援をするのか、を考えること
こそ、今求められているので
ある。よかれと思うことがよ
くないことにもなる、という
ことを改めて理解する時期
なのかもしれない。
実際に、現地に行かずに

どのような支援ができるの
かを考えたあげく、2016年
熊本地震を契機として現地
で活動を始めた中越地震

以来の知己である故郷復興
熊本会議の佐々木康彦さ
ん、そして長岡造形大学在
職時代の研究室卒業生で
あり、現在五木村にて起業
をしている日野正基さん、そ
して兵庫県立大学大学院に
在籍もしている頼政良太さ
んたちに仲介をしてもらう
形で、オンラインでのちょっ
とした相談会を実施するこ
とになった。実際に、現地
の人々とネット経由ではあ
るがいろんな会話を交わ
し、悩み事に対して全国各

地からその場に参加する専
門家のアドバイスや実際に
他の災害で被災された方の
話などが提供され、今後の
見通しを少し明るくできた
のではないかと思う。加え
て被災地の人、そして被災
地で活動する人たちの周り
に、「いざ被災地」のネット
ワークが広がっている、と
いう実感が得られることに
も意味があったように思う。
こういった試行錯誤を、こう
いう状況だからこそ積み重
ねたい。

新しい日常・非日常としての復興支援
澤田 雅浩（兵庫県立大学大学院）

特 集 災害災害コロナコロナとと 特 集 災害災害コロナコロナとと

76



日本災害復興学会

Vol.37
2020年10月1日

目次 -contents-
1 コロナ禍、オンライン学会
大会の開催に向けて
大矢根 淳

2 20年度学会大会遠隔大会の概要

消息
山崎 栄一

6 コロナと災害
世界との支え合い・学び合い
－新型コロナウイルス感染症支援から－
吉椿 雅道
災害法制の活用により、コロナ被災者に有効な支援を
吉江 暢洋
「なじょだべパック」から生まれた新しい交流の形
浦野 愛
新しい日常・非日常としての復興支援
澤田 雅浩

8 熊本若者通信
所澤 新一郎

法制度と現場
コロナと緊急事態条項
永井 幸寿

3 東日本大震災10年
生命をつなぐための協働
相澤 久美
「悲しみ」に「区切り」はない
－被災3県共通課題でもある「思い出の品」
秋山 真理
これからの10年
阿部 知幸
べき論の呪いを解く
石塚 直樹
「地震・津波災害からの復興」と「原子力災害からの復興」
太田 亘
何を残せて何ができたのか
北村 育美
「つながり」から生まれた3県の連携
葛巻 徹
もう10年？まだ10年？
川副 早央里
声なき声を復興に　新聞記者の復興研究
中島 みゆき

※学会現況（2020年9月17日）
　現在の会員 425
　正会員 376・学生会員 45
　購読会員 1・賛助会員 3

 
 

発行人 大矢根淳
〒662-8501
西宮市上ケ原一番町1番
155号 関西学院大学災害復
興制度研究所気付
TEL：0798-54-6996
FAX：0798-54-6997
http：//f-gakkai.net/

コロナ禍、オンライン学会大会の開催に向けて
大会実行委員長　大矢根 淳
（会長、専修大学）

このコロナ禍、今年度の

学会大会は学会本部主催

によるZOOMを用いたオン

ライン開催として、12月19

（土）～20（日）に開催するこ

ととなりました。例年の大会

準備と比べると、丸一か月

ほど募集要項の発表が遅れ

ておりますことをお詫び申

し上げます。

今年度の学会大会は当

初、10月9日（金）～11日

（日）岩手大会として、陸前

高田グローバルキャンパス

（岩手県陸前高田市の協

力のもと、岩手大学と立教

大学により開設された交流

活動拠点）をメイン会場に

開催予定でした。例年のこ

とですが、前年度の学会大

会の交流会の場で、満場の

拍手の中、次年度の大会開

催地がアナウンスされま

す。昨年度の鳥取大会での

告知を挟んで、岩手大会実

行委員会では、五味壮平・

岩手大学教授を中心に、今

年度大会開催の準備を進

めてきました。奇跡の一本

松や巨大ベルトコンベヤー

ばかりではない陸前高田復

興の実相をご紹介すべく、

エクスカーションやシンポ

ジウムなど、多彩なプログラ

ムが準備されておりまし

た。地元の自治体や大学、

そしてホテルにご協力いた

だいての現地各所のバス運

行等々、多大なご協力をと

りつけつつあるところでし

た。しかしながらこのコロ

ナ禍、大変残念ながら岩

手大会は来年度にスライド

となりました。ご理解くだ

さい。

本学会は、研究者ばかり

でなく実務に携わる多くの

学会員が、多様な研究・実

践の成果を披瀝し議論する

場を設けているところに大

きな特徴があります。2011

年度には東日本大震災・復

興支援企画を公募し、この

数年では、被災現場におけ

る支援力の底上げを目して

研究実践活動を支援する助

成事業を展開し、合わせて

学会設立10周年事業として

研究企画を公募してきまし

た。学会大会は、そうした事

業の成果を持ち寄り議論す

る場でもあります。

もちろん、学会大会は皆

様の日ごろの研究・実践の

進捗状況・成果を問いかけ

る場です。これらの議論を

途絶えさせてはなりませ

ん。現状を考えると、コロナ

禍という全社会（地球）的

惨禍における被災者・支援

者とは…？そこから考えるコ

ロナ禍復興とは…？この惨

禍復興についてもきちんと

考えていかなくてはなりま

せん。オンライン学会大会

への積極的なご参加、ご協

力をよろしくお願いいたし

ます。

⑦

コロナ対策のために憲法
を改正して｢緊急事態条項｣
を創設すべきだという意見
がある。｢緊急事態条項｣と
は、戦争、内乱、大規模な
自然災害等の非常事態に、
政府に極度に権力を集中し
て大幅に人権を制約する制
度である。戦前の旧憲法に
｢緊急事態条項｣が設けら
れていたが、政府に濫用さ
れてその果てに軍が暴走し
て戦争になった経験から、
日本国憲法は｢緊急事態条

項｣をあえて設けていない。
緊急事態に対しては、法律
によって予め準備するとい
う趣旨である。そして、コロ
ナ対策として、新型インフ
ルエンザ対策特別措置法、
感染症法及び検疫法等の
法律が整備されている。
これらでは、検体の採取、
健康診断、入院等について
罰則付で強制が定められて
いる。「日本の法律は強制
がなく自由すぎる」という
意見があるが誤りである。

法律では強制が定められて
いるが政府が使いこなせて
いないだけである。
「外国はコロナに対して
憲法の設けた緊急事態条
項で対処している」という
意見があるがこれも誤りで
ある。例えば先進四カ国、
米英仏独で見れば、全て日
本と同じく法律で対処して
いる。仮に日本政府がコロ
ナに適切に対処できないと
いうのであれば、憲法では
なく能力の問題である。
災害対策の原則は「準備
してないことはできない」
である。｢緊急事態条項｣は
災害が発生した後に権力を
集中する制度であるが、平
常時から準備していなけれ
ば災害等に対処することは

できない。コロナ対策も平
常時から、過去のSARS等
のパンデミックを研究して
その対策を充分に準備する
ことが必要だった。ところ
が、国立感染症研究所で
は、政府の予算と定員の削
減が続き、予算は10年前か
ら3分の1削減された。ま
た、政府は2015年までに
全国の病院の急性期病床
を20万床減らす方針をと
り、緊急事態宣言後もこれ
を変更せず、減床のための
補助金644億円を補正予算
に計上して4月20日に国会
を通過させた。平常時から
の準備を怠りながら事後的
に権力を集中しても効果的
な対処をすることはできな
いのである。

コロナと
緊急事態条項

アンサー法律事務所弁護士　永井 幸寿（兵庫県弁護士会）

7月の豪雨で被災した熊
本県の人吉・球磨地方。人
口約千人の五木村のまちづ
くり会社日添（ひぞえ）
は、新型コロナウイルスと
合わせて大きな打撃を受
けた地元の再建に関わっ
ている。
新潟県から2年前に移住

した代表取締役の日野正基
さん（33）＝写真中央＝は
球磨川が氾濫した球磨村神
瀬地区に通う。住民の多く
が身を寄せる避難所が車で
約1時間半かかることもあ
り、話し合う場づくりを手伝
う。コロナ禍で県外のボラ
ンティアは少なく「地元で何
とかしないと」。

新潟では中越防災安全
推進機構に所属。中越地
震復興の担い手を増や
そうと、インターン受け入
れのコーディネートをし
ていた。
五木村出身の土屋望生

さん（27）＝同左＝と結婚
し、日添を創業。「会社の
顔」として昨春カフェ「みな
もと」をオープンした。食堂
兼民宿だった建物を改装し
た素敵な空間。村にUター
ンした店長の木下保成さん
（31）＝同右＝が手掛ける
「しいたけのボロネーゼ」
などがおいしい。
日添取締役の土屋さんは

熊本県立大在学中から「村

に仕事をつくりたい」とU
ターンを決意していた。修
行で東京のNPO「ETIC.」で
働いた。戻った地元が豪雨
に遭ったが「どっしりして生
命力ある人が多い。助け合
いもすごい」と感じる。
コロナ禍でカフェが休業
した時期、「＃旅するおう
ち時間」という事業を開
始。日替わりで全国6地域
の名産を届けた。五木村か
らは蜂蜜や豆腐、おからな
どの詰め合わせ。土屋さん
は「手づくりの品から、山

奥のそこそこ豊かな暮らし
が伝われば」と願い、発送
した。
協力してくれた地元のお
豆腐屋さんなどのファンが
増えたことがうれしい。「日
添だけもうかっても、つまら
ないですから」
土屋さんは「豪雨で地域
を離れる人が出るかもしれ
ないけど、それでも住みたい
人、この風土にこだわる人
が生計を立てていけるよう
に、一歩一歩関わっていき
たい」と話している。

日添（熊本県五木村）

熊本若者通信

共同通信　所澤 新一郎
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